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人口構造の変化 
 
 平成 22 年 平成 37 年 平成 72 年 
 （千人） （％） （千人） （％） （千人） （％） 
総 数 128,057 100 120,659 100 86,737 100 
0～1 9 歳 22,932 17.9 18,492 15.3 11,045 12.7 
20～64 歳 75,642 59.1 65,593 54.4 41,050 47.3 
65～74 歳 15,290 11.9 14,788 12.3 11,279 13.0 
75 歳以上 14,194 11.1 21,786 18.1 23,362 26.9 

 
（出典）国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計 9）」 
表 1-2 総人口、年齢 4 区分（0～19 歳、20～64 歳、65～74 歳、75 歳以上）別人口および年齢

構造係数：修正中位（死亡中位）推計 
 

社会保障体制に地域包括ケアシステムを目指す意義 
 

（出典）半田一登：未来へ発信！新たな理学療法戦略を探る．理学療法学2017；44.1－5
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Ⅱ  医療・介護分野の改革  

(4) 医療と介護の連携と地域包括ケアシステムというネットワークの構築 

「医療から介護へ」、「病院・施設から地域・在宅へ」という流れを本気で進めよ

うとすれば、医療の見直しと介護の見直しは、文字どおり一体となって行わなければ

ならない。高度急性期から在宅介護までの一連の流れにおいて、川上に位置する病床

の機能分化という政策の展開は、退院患者の受入れ体制の整備という川下の政策と同

時に行われるべきものであり、また、川下に位置する在宅ケアの普及という政策の展

開は、急性増悪時に必須となる短期的な入院病床の確保という川上の政策と同時に行

われるべきものである。 

今後、認知症高齢者の数が増大するとともに、高齢の単身世帯や夫婦のみ世帯が増

加していくことをも踏まえれば、地域で暮らしていくために必要な様々な生活支援サ

ービスや住まいが、家族介護者を支援しつつ、本人の意向と生活実態に合わせて切れ

目なく継続的に提供されることも必要であり、地域ごとの医療・介護・予防・生活支

援・住まいの継続的で包括的なネットワーク、すなわち地域包括ケアシステムづくり

を推進していくことも求められている。 

この地域包括ケアシステムは、介護保険制度の枠内では完結しない。例えば、介護

ニーズと医療ニーズを併せ持つ高齢者を地域で確実に支えていくためには、訪問診

療、訪問口腔ケア、訪問看護、訪問リハビリテーション、訪問薬剤指導などの在宅医

療が、不可欠である。自宅だけでなく、高齢者住宅に居ても、グループホームや介護

施設その他どこに暮らしていても必要な医療が確実に提供されるようにしなければな

らず、かかりつけ医の役割が改めて重要となる。そして、医療・介護サービスが地域

の中で一体的に提供されるようにするためには、医療・介護のネットワーク化が必要

であり、より具体的に言えば、医療・介護サービスの提供者間、提供者と行政間など

様々な関係者間で生じる連携を誰がどのようにマネージしていくかということが重要

となる。確かに、地域ケア会議や医療・介護連携協議会などのネットワークづくりの

場は多くの市町村や広域圏でできているが、今のところ、医療・介護サービスの提供

者が現場レベルで「顔の見える」関係を構築し、サービスの高度化につなげている地

域は極めて少ない。成功しているところでは、地域の医師等民間の熱意ある者がとり

まとめ役、市町村等の行政がその良き協力者となってマネージしている例が見られる

ことを指摘しておきたい。 

※平成 25 年 8月 6日 社会保障制度改革国民会議報告書～確かな社会保障を将来世代に伝えるため

の道筋～ より抜粋 
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1 

「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会」報告書 

平成12年12月8日 

厚生省・社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会 

 

【３⾴〜４⾴を抜粋】 

4．問題が発生しながら解決に至らない理由 
問題が発生しながら解決に至らない理由を、家庭、地域、職域の要因、行政実施主

体の要因、福祉サービスを提供する側の要因の各諸面に分けて整理を行った。 
（1）個人、家庭、地域、職域の要因 

従来、自助・共助として、個別の問題を受け止め、解決してきた家族や地域のつな
がりが希薄化し、また職域の援助機能も脆弱化している。一方、従来の価値観や生活
習慣が崩れたことにより、個人が家族や近隣との接触．交流なしに生活できる社会に
なっている。このことは現代社会の成熟化に伴う特色であるとも考えられるが、一方
この結果、孤立、孤独や社会的排除に伴う課題に直面した場合に問題解決が難しくな
っている。 
（2）行政実施主体の要田 

社会福祉制度の充実整備を通じ、行政実施主体の側においては業務の専門性が高ま
る反面、その枠に収まらない対象者が制度の谷間に落ちるのを見過ごす傾向が強くな
っている。また、社会福祉法人などの福祉サービス提供者に対して、目的とした事業
以外への積極的な取り組み意欲を阻害する制度運営が行われてきたことも指摘されて
いる。さらに、特定の問題に直面している人々が分散していることにより、行政実施
主体がそれを課題集団として認識できず、「見えにくい」問題が発生している。 
（3）福祉サービス提供側の要田 

社会福祉法人などの社会福祉サービスを提供する側においても、行政から委託され
る社会福祉事業の執行に努めるあまり、困窮した人々の福祉ニーズを把握できず、見
落とすといった問題も発生している。 
 
5．新たな福祉課題への対応の理念−今⽇的な「つながり」の再構築 

これらの諸問題に対応するための、新しい社会福祉の考え方を提言する。 
（1）新たな「公」の創造 

今日的な「つながり」の再構築を図り、全ての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から
援護し、健康で文化的な生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支え合
う（ソーシャル・インクルージョン）ための社会福祉を模索する必要がある。このた
め、公的制度の柔軟な対応を図り、地域社会での自発的支援の再構築が必要である。
特に、地方公共団体にあっては、平成 15 年 4 月に施行となる社会福祉法に基づく地域
福祉計画の策定、運⽤に向けて、住⺠の幅広い参画を得て「⽀え合う社会」の実現を



 
 

2 

図ることが求められる。 
さらに社会福祉協議会、自治会、NPO、生協・農協、ボランティアなど地域社会にお
ける様々な制度、機関．団体の連携・つながりを築くことによって、新たな「公」を
創造していくことが望まれよう。 
 
（出典：「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉 のあり方に関する検討会」報告書 

厚生省・社会的な援護を要する人々に対する社会福祉のあり方に関する検討会 

平成 12 年 12 月 8 日） 

http://www.ipss.go.jp/publication/j/shiryou/no.13/data/shiryou/syakaifukushi/833.pdf 
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地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事例集 

保険外サービス活用ガイドブック 

平成28年3月 

厚生労働省  農林水産省  経済産業省 

平成 28 年 3 月 

 

【１頁～２頁を抜粋】 

1 はじめに 

1.1 本事例集作成の背景 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住

み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい、

医療、介護、生活支援・介護予防が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構

築に向けた動きが市町村を中心に加速している。今後、認知症高齢者や単身高齢世帯等

の増加に伴い、医療や介護サービス以外にも、在宅生活を継続するための日常的な生活

支援等を必要とする高齢者の増加が見込まれる。 

こうした地域包括ケアシステムを補完・充実していくためには、介護保険等の社会保

険制度や公的サービスに加え、ボランティアや住民主体の活動等である「互助」、市場

サービス購入等である「自助」を充実していく必要がある。 

特に「自助」においては、高齢者や家族のニーズを踏まえて、自費で購入する保険外

サービスがより拡充され、高齢者やその家族からみて豊富なサービスの選択肢が提供さ

れることへの期待は大きい。 

また、サービスを受容する市場の観点では、従来の世代に比べて消費文化を謳歌した

団塊世代が今後高齢化することにより、自分のニーズに合致した付加価値の高いサービ

スに対価を払う消費者が、今後増えていくと予想される。さらに、産業振興の側面から

考えると、世界に先駆けて高齢化が進む日本において、健康寿命の延伸に寄与するヘル

スケアビジネスの一つとして、高齢者の生活の質を高める保険外サービスを発展させて

いくことの意義は大きいといえる。 

このように保険外サービスへの期待や潜在的な成長可能性の大きさに対し、現在、事

業・ビジネスとして広く普及・定着しているサービスはまだまだ不足しているのが実態

である。これについては 2つの要因が考えられる。 

一つには、保険外サービスに取組む事業者側から見た、市場に関する情報やノウハウ

の不足である。 

介護保険サービスを提供している事業者は、高齢者に対してサービス提供をすること

に関する知見やノウハウを有している。しかし、価格やサービス内容が公的に定められ

ている介護保険サービスと異なり、保険外サービスでは、自らサービスを企画し、価格

設定を行い、ターゲットとなる消費者に訴求していかなくてはならない。そのため、介



 
 

2 
 

護保険サービスとは異なる知見・ノウハウ、社内の機能が求められる。 

一方、介護保険サービス事業者以外の事業者は、ニーズに基づいて商品・サービスを

企画して届けるマーケティング能力はあっても、高齢者や家族のニーズについての情報

やチャネルが不足していることが多い。要介護者に代表される高齢者と接する機会が限

られていることや、高齢者にサービスを認知してもらい、届けるための販路・チャネル

が整備されていないことも少なくない。 

もう一つの要因は、自治体や地域包括支援センター、ケアマネジャー、介護事業者と

いった高齢者との接点となる主体にまで、保険外サービスについての情報が十分行き届

いていないという現状がある。例えば、介護保険サービスについては地域にどのような

事業者、サービスがあるかが整理されていても、保険外サービスとなると、そもそも地

域でどのようなサービスが利用可能なのかが一覧で整理されていないことや、一覧で整

理されていても、民間企業等が提供する多様なサービスが網羅的に把握されていない、

あるいはその内容や効果まで十分に把握されていないといった状況も多い。保険外サー

ビスについては、あくまで属人的な情報収集に留まっているケースが珍しくないであろ

う。 

以上のような状況を受け、高齢者の QOL 向上に資する保険外サービスを提供してい

る事例を収集し、「事例集」としてとりまとめることで、保険外サービスの活用促進を

図ることが本事例集作成の背景であり、狙いである。 

既に保険外サービスを提供している事業者や、これから保険外分野で高齢者向けサー

ビスを提供しようと考える事業者にとっては、先行して取組んでいる事業者の事例が、

市場参入や事業拡大、介護事業者にとっては保険外収入の確立への示唆となることを期

待したい。また、地域において保険外サービス（自助）も視野に入れて地域包括ケアシ

ステムの構築を進める必要がある自治体にとっては、地域に既にある保険外サービスを

把握するきっかけにすることや、事業者との連携を図っていく際の一助となればと考え

ている。 

 

（出典：地域包括ケアシステム構築に向けた 公的介護保険外サービスの参考事例集 保

険外サービス活用ガイドブック厚生労働省 農林水産省 経済産業省 平成 28 年 3 月） 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/guidebook-

bunkatu1.pdf 

 



厚生労働省・平成 22 年度障害者総合福祉推進事業 
 

 

新しい障害者の就業のあり方としての 

ソーシャルファームについての研究調査 

 
 
 
 

平成 23 年３月 

 
 
 
 

 
 

特定非営利活動法人  

ＮＰＯ人材開発機構 

【７頁～８頁を抜粋】
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１章 総括と提言 

 

Ⅰ．研究目的と背景 

本調査研究では、障がい者の就労に係る課題解決策の一つとして、一般就労でも福祉的就労でもない、

第三の雇用の場であり、現在欧州や韓国で発展しているソーシャルファーム（社会的企業）※の日本

での可能性を検討することを目的とした。ソーシャルファームに欠かせない、障がい者を含めた多様

性のある人が働くことができる協働型システムの下で、市場価値のある商品・サービスを創出し、仕

事や収益をどのようにしたら生み出せるのか、その手法と可能性を探った。 

※ソーシャルファーム（Social Firm）とは、「障がい者の雇用を前提とした事業運営システムの下、企業
的経営手法を用い、障がい者だけでなく、労働市場において不利な立場にある人々（いわゆる就労弱者）
を多数（３割以上）雇用し、健常者と対等の立場で共に働くとともに、国からの給付・補助金等の収入を
最小限にとどめた組織体」と想定する。 
 

現在の障がい者就労状況と、予想される今後の見通しから障がい者就労の課題を把握するとともに、

ソーシャルファームに期待される効果とは何かを考えた。 

１．障がい者就業の現状 

①低い水準にとどまっている障がい者の就業率 

福祉的就労を含めて、身体 43％、知的 53％、精神 17％※1（平成 18 年 7 月 1 日現在）。 

授産施設＋作業所等の福祉的就労は、身体 6.5％、知的 59.1%、精神の 37.7％（同上）。 

一方、常用雇用の割合は、身体 48.4％、知的 18.1%、精神の 32.5％であり（同上）、身体障がい者に

偏っている。 

②福祉的就労の多くは、自立した生活ができない賃金水準 

平成 21 年度の平均工賃（賃金）実績は、就労継続支援Ａ型事業所(以下 Ａ型事業所)で 75,746 円／

月、就労継続支援Ｂ型事業所(以下 Ｂ型事業所)で 13,087 円／月、小規模通所授産施設 8,208 円／月

である。前年比で見ると、Ａ型事業所では、工賃が減額しているものの、Ｂ型事業所などその他の施

設ではほぼ横ばいである。 

※2障がい者が自立した生活を送るためには工賃は月 5万円以上必要であると考えられる。 

③法定雇用対象企業の障がい者雇用数は増加しているが、企業の総障がい者雇用数は減少 

法定雇用率を達成している民間企業（常用雇用 56 人以上）は 45.5％、実雇用率は 1.68％（雇用数 25.6

万人）※3 であり、毎年着実に雇用者数は増加している。しかし、従業員 5 人以上の中小企業も含め

た総障がい者雇用数は、平成 10 年 51.6 万人、15 年 49.6 万人、20 年 44.8 万人※4 とむしろ減少傾向

にある。一般就労は、障がい者雇用の受け皿として過度に期待できない。 

 

２．障がい者就業の今後の見通し 

①懸念される障がい者雇用率の低下 

企業の法定雇用率を高めるという議論もあるが、雇用情勢の悪化もあり、従業員 55 名以下の中小企

業の障がい者雇用はむしろ減少している。特例子会社の条件緩和や助成金増額などで大企業の雇用率

を高めるだけでは、企業全体の障がい者雇用数を増やすことに限界がある。また、特例子会社の設立

を考えることができるのは、全体のごく一部の企業に限られる。 

「障がい者の就労支援対策の状況」※5 での「一般就労への現状」では、社会福祉施設から一般企業

への就職は年間１～２％にとどまっている。 
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身体障がい者を中心として、一般就労が可能な障がい者はすでに就業しており、未就業者には障がい

程度の重い利用者や精神障がいが多数いる。障がい者雇用率を無理に達成させても、受け入れる企業

では適切な指導・管理できるジョブコーチ的な人材を継続して手当することに苦慮し、結果として、

雇用された障がい者も企業に馴染めず病気が悪化し離職するなど、悪循環につながる恐れがある。 

②量的充実が難しい福祉的就労施設 

大阪府箕面市の試算によると、平成20年時点での全国の障がい者の就労状況は、一般就労が65万人、

福祉的就労が 17 万人、非就労者が 117 万人（うち 57 万人が一般就労を希望）※6 である。 

福祉的就労ではあるが、雇用契約（最低賃金）を原則とするＡ型事業所は、職員人員配置や報酬単価

はＢ型事業所と変わらないが生産活動で収益を上げなくてはならず、経営が難しいことから、全国の

Ａ型事業所数は、Ｂ型事業所の約 15％（Ａ型 672、Ｂ型 4,408）にとどまっている。※7 

一方、Ｂ型事業所では、受注単価や販売額の安さからも生産活動での収入増加は難しく、障がい者雇

用の主体となることは現実として厳しい。また、Ｂ型には現サービス体系では適切な移行先が見つか

らない利用者も多く、利用者の入れ替わりが見込めない状況である。今後一般就労には至らない障が

い者が「とりあえずＢ型」を利用することは、Ｂ型事業所が飽和状態となり福祉予算の膨張につなが

ると考えられる。 

③限界が訪れる福祉的就労施設の賃金アップ 

『工賃倍増５か年計画（平成 19 年～）』の期間中であるが、営利を目的とする一般企業でも収益を上

げることが困難な昨今の経済情勢では、福祉的就労を行う事業所が利用者に自立した生活を送れるだ

けの工賃を目指し、毎年実績を伸ばすことは困難である。 

④障がい者の高齢化・重度化・重複化・多様化 

現在、雇用・就労している障がい者の心身機能の低下は障がい者を雇用する施設や企業にとって深刻

な問題となっている。また、発達障がい、難病等の慢性疾患、高次脳機能障がい等、障がいは多様化

してきており、幅広い分野の専門家の活用や生活支援も含めた関連機関の連携が不可欠である。 

 

３．ソーシャルファームへの期待 

①税金の負担が少ない、福祉でも一般でもない障がい者雇用の場を増やせる。 

②障がい者を含めた多様性のある人の雇用を目指すソーシャルファームでは、障がい者特性に適応し

た作業システムや作業環境を構築することも目的としており、障がい者の雇用が拡大できる。 

③生活できる賃金を障がい者にもたらすことができる。 

④障がい者と健常者が一緒に働くことで障がい者が働く喜びと技能・専門能力を修得できる場となる。 

⑤障がい者が仕事を通じて社会と接することで、社会参加の促進を達成できる。 

8 

（出典：厚生労働省・平成22年度障害者総合福祉推進事業

新しい障害者の就業のあり方としてのソーシャルファームについての研究調査

平成23年３月）

http://www.npo-jinzai.or.jp/network/report.pdf
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専門職大学・短期大学の制度化 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
出典：文部科学省「専門職大学等の制度化に関する説明会」平成 29 年 11 月 6 日（月） 配布資料より

抜粋 http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/senmon/__icsFiles/afieldfile/2017/11/10/1397422_1.pdf 



高知リハビリテーション学院

必
修

選
択

自
由

講
義

演
習

実
験
・

実
習

必
修

選
択

自
由

講
義

演
習

実
験
・

実
習

心 理 学 1前 2 〇 心 理 学 1前 講 義 2 〇

教 育 学 1前･後 2 〇 情 報 科 学 1通 演 習 2 〇

生 命 倫 理 3前 2 〇 基 礎 数 学 演 習 1前 演 習 1 〇

コミュニケーション論 1前･後 2 〇 教 育 学 1前 講 義 2 〇

社 会 学 1前 2 〇 統 計 学 1後 講 義 2 〇

リ ー ダ ー シ ッ プ 論 4後 1 〇 人 間 工 学 1後 講 義 2 〇

国 際 関 係 論 4後 2 〇 生 物 学 1前 講 義 2 〇

地 域 課 題 研 究 Ⅰ 2後 1 〇

地 域 課 題 研 究 Ⅱ 3通 1 〇

生 物 学 1前 2 〇 哲 学 1前 講 義 2 〇

数 学 1後 1 〇 文 章 表 現 法 1前・後 演 習 1 〇

物 理 学 1後 1 〇 社 会 学 1後 講 義 2 〇

統 計 学 1後 2 〇 医 事 法 1前 講 義 2 〇

文 学 1後 講 義 2 〇

情 報 処 理 演 習 Ⅰ 1前 1 〇

情 報 処 理 演 習 Ⅱ 1後 1 〇

健 康 科 学 1前 1 〇

健 康 と ス ポ ー ツ 1前･後 1 〇 体 育 実 技 1前・後 演 習 1 〇

英 語 Ⅰ 1前･後 2 〇 英 語 1前 講 義 2 〇

英 語 Ⅱ 1前･後 1 〇

英 会 話 1前･後 1 〇 英 会 話 1後 講 義 2 〇

中 国 語 1前･後 1 〇 ド イ ツ 語 1前 講 義 2 〇

フ ラ ン ス 語 1前 講 義 2 〇

中 国 語 1前 講 義 2 〇

医 学 英 語 2前 1 〇

解 剖 学 Ⅰ
（ 総 論 ・ 神 経 系 ）

1前 1 〇 解 剖 学 1通 講 義 4 〇

解 剖 学 Ⅱ
（ 内 臓 ・ 脈 管 系 ）

1前 1 〇

解 剖 学 Ⅲ （ 骨 格 系 ） 1後 1 〇

解 剖 学 Ⅳ （ 筋 系 ） 1後 1 〇

生 理 学 Ⅰ
（ 動 物 性 機 能 ）

1前 1 〇 生 理 学 1通 講 義 4 〇

生 理 学 Ⅱ
（ 植 物 性 機 能 ）

1後 1 〇

運 動 生 理 学 1後 1 〇 運 動 生 理 学 1前 講 義 2 〇

運 動 生 理 学 実 習 2前 1 〇 運 動 生 理 学 演 習 2前 演 習 2 〇

基 礎 運 動 学 1後 2 〇 機 能 解 剖 学 1通 講 義 4 〇

運 動 機 能 学 実 習 2前 1 〇 機 能 解 剖 学 演 習 1通 演 習 2 〇

理 学 療 法 運 動 学 演 習 2前 1 〇 運 動 学 1通 講 義 4 〇

作 業 療 法 運 動 学 演 習 2前 1 〇 運 動 学 演 習 2前 演 習 2 〇

人 間 発 達 学 1後 1 〇 人 間 発 達 学 1後 講 義 2 〇

臨 床 心 理 学 2前 講 義 2 〇

医 学 概 論 1後 1 〇 一 般 臨 床 医 学 1後 講 義 2 〇

病 理 学 1後 1 〇 病 理 学 １後 講 義 2 〇

内 科 学 2後 2 〇 内 科 学 2後 講 義 2 〇

整 形 外 科 学 2後 2 〇 整 形 外 科 学 2通 講 義 4 〇

臨 床 神 経 学 2前・後 2 〇 神 経 内 科 学 2後 講 義 2 〇

精 神 医 学 2前 2 〇 精 神 医 学 2後 講 義 2 〇

小 児 科 学 2後 1 〇 小 児 科 学 2後 講 義 2 〇

リ ハ ビ リ テ ー
シ ョ ン 医 学

2前･後 1 〇 リ ハ ビ リ テ ー
シ ョ ン 障 害 学

2通 演 習 2 〇

臨 床 心 理 学 2前 2 〇 老 年 学 2後 講 義 2 〇

耳 鼻 咽 喉 科 学 2前 2 〇

形 成 外 科 学 3前 1 〇

臨 床 歯 科 医 学 3前 1 〇

画 像 診 断 学 3前 1 〇

臨 床 栄 養 学 3前 1 〇

臨 床 薬 理 学 3前 1 〇

救 急 管 理 実 習 3前･後 1 〇

リ ハ ビ リ テ ー
シ ョ ン 概 論

1前･後 1 〇 リ ハ ビ リ テ ー
シ ョ ン 概 論

1前 講 義 2 〇

社 会 福 祉 概 論 1前･後 2 〇 社 会 福 祉 論 1前 講 義 2 〇

救 急 法 3前 演 習 1 〇

地 域 包 括 ケ ア 論 3後 2 〇

チ ー ム 連 携 論 4前 1 〇

教育課程対比表　　　　理学療法学専攻　

基
　
　
礎
　
　
科
　
　
目

　　　　高知リハビリテーション専門職大学　

科
目

区
分

専
門
支
持
科
目

基
礎
医
学

臨
床
医
学

保
健
医
療
福

祉
の
理
念

人
間
の

探
求

社
会
の

探
求

地
域
の

探
求

基
　
　
礎
　
　
分
　
　
野

外
国
語
の
探
求

備　　　　考
科
目

区
分

配当年次

単位数 授業形態

授業科目 配当年次 備　　　　考

必修11単位+
選択6単位以上

必修2単位+
選択1単位以上

必修７単位の
他に4単位以上

必修２単位の
他に２単位以上

科
学
的
思
考
の
基
盤

自
然
の
探
求

健
康
の

探
求

単位数 授業形態

専
　
　
門
　
　
基
　
　
礎
　
　
分
　
　
野

授業科目

人
体
の
構
造
と
機
能

及
び
心
身
の
発
達

疾
病
と
障
害
の
成
り
立
ち

及
び
回
復
過
程
の
促
進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ
ビ

リ
テ
ー

シ
ョ

ン
の
理
念

人
間
と
生
活

職
業
専
門
科
目

必修5単位+
選択9単位以上

必修11単位+
選択4単位以上

必修6単位

必修28単位

必修20単位

必修5単位
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